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実現困難な発想でも
仲間を募って挑む『FPL』

　NTTテクノクロスはコーポレ 
ートメッセージとして「Crossing 
makes the Future.」を掲げる。同
社はNTTソフトウェアとNTTア
イティが合併して（NTTアドバ
ンステクノロジーからの一部事業
譲渡も含む）発足した経緯もあり，
コミュニケーション（交流）策に
は 力 を 入 れ て い る。『First
Penguin Lab』（FPL） も 3社 の
相互交流を目的に2017年に開始
された。これは「社員自らが実
践コミュニティ（ラボ）を立ち上
げ同じ意識を持つ仲間を集めて自
律的に活動する」実践共同体だ。
例えばゲーム好きの社員が自発的
にチームを作り，ゲーム関連のア
プリケーションを開発したり，「ｅ

スポーツ」の全社大会を開催した
りして活発な社内交流を進めてい
る。
「実践共同体を作って自律的マ
インドを促進するカルチャー醸成
を 目 指 し て い ま す 」（First
Penguin Lab　事務局 福島隆寛
氏）
　FPLは個人の「やりたい」と
いう想いから始まる「テーマ持ち
込み型」，ワークショップ等で出
たアイデアやテーマをベースに始
める「やってみる型」の 2パター
ンがある（図表 1・ 2）。このう
ち「ヤバいアイデアワークショッ
プ」は通常の業務では実現困難な
アイデア出しが特徴で，ワークシ
ョップ後に仲間を募り活動を開始
する。
「“会社じゃこんなことはできな
い”という思い込みに揺さぶりを

かける目的があります。ワークシ
ョップで面白いアイデアが出た場
合，それを実現してみたい人に，
ラボを立ち上げて活動してもらっ
ています。ワークショップで思い
込みを揺さぶり，実行につなげる
ことで“会社でできること”の幅
を広げ，FPLが目指す『イノベ
ーティブな組織文化』の醸成につ
なげていくという設計です」（福
島氏）
ワークショップから生まれた事
例の 1つに「虹予報ラボ」がある。
メンバーは 4人。「在宅勤務であ
まり顔を合わせないチーム，あま
り接点のない社員同士の偶発的な
交流機会を創出する」という狙い
から，虹の出現を予想するアプリ
の開発や社外向けサービスの提供
を視野に入れた活動を展開してい
る。活動は 1年半に及び，定例ミ
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ーティングを重ねて，アプリはほ
ぼ完成し，精度を高めている段階
だという。
　「最終的に社内で虹の写真展を
開催し社員同士の交流につながる
ことを期待しています。社外向け
では天気予報の技術応用ができれ
ばと考えています」（経営企画部　
経営戦略部門　課長代理 森本龍
太郎氏）
　FPLでは現在30ほどのラボが

生まれ広がりを見せている。
　「ラボ自体が熱意のある方の興
味・関心から始まっていますので
活発化している成功要因に挙げら
れると思います。活動に対して『い
いね』やフィードバックをもらえ
る場を設けることで，社内で注目
を集める仕組みもあります。幹部
からフィードバックを受けたり，
社内で『いいね』をもらったりす
ると活動に正当性を感じられ，そ

れが継続の原動力にもなっていま
す」（福島氏）

好事例を共有する
『多士済 （々たしせいせい）』
　組織の枠を超えて事例共有によ
るコミュニケーションを狙った
『多士済々』と名付けられた活動
も展開中だ。毎月 2回，業務発表
会をオンラインで実施するもの
で，コロナ禍で社内コミュニケー
ションの課題が顕在化したため
2021年に全社的に取り組みを開
始した経緯がある。現在まで140
回ほどの開催を重ねる。発表者は
手挙げと推薦の 2通りあり，好事
例を共有することで業務活用や効
率化などの効果が生まれている。
「それぞれの組織が持つ技術や
サービス，さらには困りごとや解
決策，解決に至るプロセスを共有
することで，お互いの技術やサー
ビスの掛け合わせの促進，プロセ
スの最適化といった効果を目指し
ています。実際に，ある組織が作
ったツールを別の組織が使う，あ
る組織の顧客獲得や業務改善のプ
ロセスを別組織が参考にする，顧
客提案に向けて組織横断で連携を
行うという動きが出てきていま
す」（森本氏）
　この『多士済々』は交流効果が
大きいこともポイントだ。
　「当初は事業部の発表が中心で
したが，最近では企画系やスタッ
フ系の発表が増えています。これ

図表 1　FPL：ラボの作り方

図表 2　FPL：ラボの運営は相互協力で
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は当初の目的でもあったので効果
として大きいと感じています」（森
本氏）

コミュニケーションを加速
『壁ジャーナル』
　社内コミュニケーションでさら
に注目されるのが『壁ジャーナル』
（壁新聞）だ。スポーツ新聞をイ
メージした“壁新聞”を2015年
から継続発行し，今は460号に至
る。
「社員が持つ個々の強みを社内
に広めたいという想いを契機に発
刊を開始しました」（人事部　人
材開発部門　プリンシパルエバン
ジェリスト　上松佐和子氏）
『壁ジャーナル』はキャッチー
な言葉，社員の顔写真を多く載せ
ている。顔写真を載せると，「人」
に着目が集まり社員同士のコミュ
ニケーションが活性化する。『壁
ジャーナル』は上松氏が 1 人で取
材・執筆・発刊等を行ってきた。
「“発信すること”ではなく“伝
わること”をゴールにスタートし
ました。立ち上げ当初は，まず継
続することを最優先にやってみよ
うという前向きな気持ちや楽しさ
を原動力に運用を開始し，無理な
く続けることで，発信のリズムが
できてきました。一方で，初期の
大きな課題は，記事に登場してく
れる社員を見つけることでした。
『自分のやっていることなんて記
事になるほどのことではない』と

遠慮する声もあって，発信のハー
ドルをどう下げるかに試行錯誤を
重ねました。テーマ設定やライト
な切り口の導入，“ちょっとした
気づきでも価値がある”というメ
ッセージを丁寧に発信し続けたこ
とで，徐々に協力の輪が広がって
いきました」（上松氏）
　常に意識してきたのは，読まれ
る工夫と参加したくなる仕掛けだ
という。
　「小ネタ，タイムリーな話題な
どを取り入れ，『つい立ち止まっ
て見てしまう』『誰かに話したく
なる』内容にするにはどうしたら
いいかを現在も試行錯誤中です。
こうした工夫の積み重ねにより，
『壁ジャーナル』は単なる掲示を
超え，日常に溶け込み，社内コミ
ュニケーションのハブとして機能
しているのではないかと考えてい
ます」（上松氏）
　上松氏自身はキャリアコンサル
タントの資格を取得して社員のニ

ーズや想いを聞くといったコミュ
ニケーションを積み重ねてきた。
2023年からスペシャルグレード
（高度専門人材）であるコミュニ
ケーションデザイン専門家に任命
され人事部で働くようになる。一
般にコミュニケーションの専門家
が人事部所属となるケースは多く
なく，同社としても初の試みだ。
社員と人事のつなぎ役としての期
待は大きく，会社がコミュニケー
ションを重視しているメッセージ
でもある。『壁ジャーナル』の認
知度が高まり，今は各現場から取
材の誘いを受けるケースも増えて
きた。社員の声やニーズを直接聞
く機会が増え，その声を人事施策
にも反映する好循環が生まれてい
る（図表 3）。
「コミュニケーションは 発信・
認知・学び・スキル発掘・巻き込
みがポイントで施策を打つ時はこ
れらをセットで行います。スキル
発掘・巻き込みは会社の仕組みや

図表 3　コミュニケーションデザインの活動マップ
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仕掛け（デザイン）が必要なので
コミュニケーションの専門家であ
る私が担当しています」（上松氏）
　2023年に開始された『C-Labタ
レント登録』は自分がチャレンジ
してみたいことを登録しておく
と，その仕事が来る仕組み。具体
的には入社式の司会，ファミリー
デーでの子供たちの相手，新入社
員研修講師などがあり，今は260
名ぐらいのタレントが登録されて
いる。
オンラインで経験者採用社員を
紹介する定期イベント『チュート
リアル』も面白い。中途入社のリ
アルを知ろうというコンセプトで
定期的に経験者採用の方を 2 人ず
つ紹介をする内容だ。
　上松氏は，コミュニケーション
の専門家として現場と人事をつな
ぐ「セカンド人事」の機能を提唱
している。
　「当然ながら人事の本来の役割
である堅さやきっちりとした業務
遂行は必要です。その前提で社員
との距離を近くするような遊び心
のあるセカンド人事の機能があっ
てもいいと考えています。このよ
うな課題感を他社さんと意見交換
できればいいなと思っているので
声をかけていただきたいですね」
（上松氏）

人を知る仕掛けと
目的・狙いの明確化
チャレンジを促す風土醸成やイ

ノベーション創出という観点から
もコミュニケーションは重要で，
同社はその前提を「人を知る」こ
とだと位置づけている。
　「自分のことだけができていれ
ばいいという文化だと人は混ざり
合わないし，イノベーションも起
きないと思います。人を知り興味
を持つことでコミュニケーション
が生まれるため“人を知る”仕組
みが重要だと思います。一方で押
し付けるようなコミュニケーショ
ンはしたくないという思いもあり
ます。自分でまず興味を持って，
最適なコミュニケーションを各自
が考えて，様々な選択肢があって，
多様なつながり方ができる仕組み
をデザインすることがポイントで
あり，それが私のミッションです」
（上松氏）
　同社の人事ポリシーは「ソフト
ウェアリーディングカンパニーに
資するプロフェッショナル人材集
団の形成＋自ら高め合う社風づく
りとビジネス創出人材育成の推
進」とされる。その人事施策の理
解・浸透のポイントは「目的・狙
いの明確化」にある。
　「人事施策に限らず，制度の理
解・浸透には，そもそも時間がか
かります。当たり前の話ですが，
重要なことの 1つに，『目的・狙
いの明確化』があると考えていま
す。人事部として主催している各
種研修を例にとってみても，目的
が曖昧な研修は，参加者にとって

参加の意義が薄くなってしまいま
す。主催者にとっても研修効果の
測定がやりづらくなります。そう
なってしまうと，双方にとって時
間の浪費でしかありません。そこ
を明確化することによって，参加
者にとって『モチベーション向上
→スキル向上』へ，主催者にとっ
て『研修効果の見える化→改善サ
イクル』へ，プラスの方向に進め
ることができます。このような営
みを継続的に実施していくこと
で，社員の理解が深まり，その社
員を媒介にして，考え方が浸透し
ていくと考えています」（人事部
人材開発部門　担当部長　仲野文
弘氏）

人を知ることが
組織を動かす起点になる

　同社はミッションとして「持続
可能な社会の実現に向けて，
NTT研究所の技術を軸に，世の
中の先端技術やサービスを掛け合
わせ，お客様に価値を提供してい
く」を掲げており「技術やサービ
スを掛け合わせて価値を最大化す
ることを重視する」としている。
その実現を支える組織基盤の強化
を担っている人事部からは「人を
知る」施策を打ち出している。ま
さにコーポレートメッセージの
「Crossing makes the Future.」 の
具現化といえる。熱量高く施策に
取り組んでいる各氏に，それぞれ
の立場からの総括をうかがった。
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　「私自身，First Penguin Labで
出会った方に，困ったときに社内
で相談でき，問題解決がスムーズ
になった経験があります。またラ
ボを通じて社員の多様な経験やス
キルが可視化されたことで，新た
な仕事につながった事例もありま
す。当社はビジネスモデルやテク
ノロジーに加え，人もまた重要で
あると認識しているからこそ，
様々な施策を設け，緩やかにつな
がりながら互いに尊重し，活かし
合うことを大切にしているのでは
ないでしょうか」（福島氏）
　「社内においても，それぞれの
個人や組織の技術やサービスを単
体で考えるのではなく，横断的に
技術やサービスを組み合わせて新
たな価値を作り出すことが，当社
の強みを活かすことにも，顧客に
提供する価値を最大化することに
もつながると考えています」（森
本氏）
　「これは私自身が活動を始めた
際の信念でもあるのですが，“人
を知る”ことが，組織を動かす起
点になると思っています。どれだ
け優れた制度や方針があっても，
それが機能するかどうかは，結局
のところ人と人との関係性に左右
されます。相手を知らないままで
は共感も生まれにくく，行動にも
つながりません。人を知るとは情
報を増やすことではなく，心理的
な距離を縮めることです。名前や
所属を知るだけでなく，その人の

価値観や背景，想いに触れること
で，相手の発信や行動への受け取
り方が大きく変わります。それが
対話を生み，協力や挑戦への一歩
につながっていきます。また，人
を知る施策の効果は，短期的な関
係構築にとどまりません。自然と
声をかけ合える関係性が増えるこ
とで，情報が滞りにくくなり，結
果として意思決定や業務のスピー
ドも高まります。さらに，自分自
身の取り組みを言語化する機会が
増えることで，一人ひとりの主体
性や発信力の向上にもつながって
いると感じます。一見遠回りに見
える取り組みこそが，実は最も本
質的で，持続的な組織力の強化に
つながることを実感しています」
（上松氏）
　「『First Penguin Lab』『 多 士
済々』『壁ジャーナル』いずれも，
先人たちが自分の思いを施策に乗
せ，粘り強く続けてきたことが大
きいのでしょう。これらの施策に
触れることによって，人を知るだ
けでなく，“自分を知ってもらう”
ことになり，ますます人と人との
ネットワークが広く強くなってい
きます。定量的な効果は難しいの
ですが，全社，組織，チームなど，
様々なレベルで活発なコミュニケ
ーション施策が実施されているこ
とが，効果といえるのではないで
しょうか」（仲野氏）
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